
富山県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要領 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

富山県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要領 
 
 
 
第１～２条      （略） 
 
 

（定義及び対象医療） 
第３条 「肝がん・重度肝硬変入院医療」とは、前条の対象疾患の患者に対して行
われる入院医療（保険適用）のうち、別に定めるものをいう。 

２ 「肝がん・重度肝硬変入院関係医療」とは、肝がん・重度肝硬変入院医療及び
当該医療を受けるために必要な検査料、入院料その他当該医療に関係する入院医
療で保険適用となっているもの（当該医療と無関係な医療は含まない。）をいう。 

３ 本事業による給付の対象となる医療は、肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一
部負担額が健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第４１条第７項等に
規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限
る。）のうち、当該医療の行われた月以前の１２月以内に、保険医療機関（健康
保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療機
関をいう。以下同じ。）において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額
が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
る場合であって、第５条で定める指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院
関係医療（一部負担額が健康保険法施行令第４１条第７項等に規定する特定疾病
給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月の
ものとする。 

 
 
（対象患者） 
 第４条 事業の対象となる患者（以下「対象患者」という。）は、次の各号に掲げ

るすべての要件に該当し、第１０条第１項により知事の認定を受けた者とする。 
 （１）富山県内に住所を有する者 
 （２）前条第２項に掲げる医療を必要とする患者であって、医療保険各法（高齢者

の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７条第１項に規定する
医療保険法各法をいう。以下同じ。）の規定による被保険者若しくは被扶養者又
は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者のうち、保険医療機関
において肝がん・重度肝硬変入院医療に関し医療保険各法又は高齢者の医療の確
保に関する法律の規定による給付を受けている者 

 
（３）・（４）    （略） 

 ２          （略） 
 

富山県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要領 
 
 
 
第１～２条      （略） 
 

 
（定義及び対象医療） 
第３条 「肝がん・重度肝硬変入院医療」とは、前条の対象疾患の患者に対して行
われる入院医療（保険適用）のうち、別に定めるものをいう。 

２ 「肝がん・重度肝硬変入院関係医療」とは、肝がん・重度肝硬変入院医療及び
当該医療を受けるために必要な検査料、入院料その他当該医療に関係する入院医
療で保険適用となっているもの（当該医療と無関係な医療は含まない。）をいう。 

３ 本事業による給付の対象となる医療は、肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一
部負担額が健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第４１条第７項に規
定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限
る。）のうち、当該医療の行われた月以前の１２月以内に、第５条で定める指定
医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が高額療養費算
定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある月のものとす
る。 

 
 
 
 
 
 
（対象患者） 
 第４条 事業の対象となる患者（以下「対象患者」という。）は、次の各号に掲げ

るすべての要件に該当し、第１０条第１項により知事の認定を受けた者とする。 
 （１）富山県内に住所を有する者 
 （２）前条第２項に掲げる医療を必要とする患者であって、医療保険各法（高齢者

の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に規定する医療保険法各
法をいう。以下同じ。）の規定による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療
の確保に関する法律の規定による被保険者のうち、保険医療機関（健康保険法（大
正１１年法律第７０号）に規定する保険医療機関をいう。以下同じ。）であって
第５条で定める指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院医療に関し医療保
険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による給付を受けている者 

 （３）・（４）    （略） 
 ２          （略） 
 



改 正 後 改 正 前 

（指定医療機関）  
第５条 知事は、肝がん・重度肝硬変入院医療を適切に行うことができ、かつ、本
事業の実施に協力することができる保険医療機関を指定医療機関（以下「指定医
療機関」という。）として指定するものとする。また、知事は、指定医療機関に
ついて、富山県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関名簿（様式第
９号）により厚生労働大臣へ報告するものとする。なお、知事が、指定医療機関
の指定の取消を行ったときも同様とする。                                                         

２ 前項の定めによる指定医療機関の指定を受けようとする保険医療機関は、肝が
ん・重度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関指定申請書（様式第８号の１。以
下「指定申請書」という。）を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、自らが参加者証を交付した参加者が、他の都道府県知事の指定を受け
ている指定医療機関において第３条３項に定める医療を受けた場合には、当該指
定医療機関を自ら指定した指定医療機関とみなして、第３条３項に定める医療に
要した医療費のうち、第６条第２項に定める金額を交付するものとする。          

４ 指定医療機関は、次に掲げる役割を担うものとする。 
（１）肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、本事業についての説明及び様式第６号
の１による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票の交付を行うこ
と。 

（２）様式第６号の１による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票
の記載を行うこと。 

（３）患者から依頼があった場合には、肝がん・重度肝硬変入院医療に従事してい
る医師が個人票等を作成し、交付すること。 

（４）当該月以前の１２月以内に保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関
係医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
る場合のものとして、本事業の対象となる肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一
部負担額が特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限
る。）が行われた場合には、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を行
うこと。 

（５）        （略） 
５ 指定医療機関は、指定申請書の内容に変更があった場合において、肝がん・重
度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関変更届（様式第８号の２）を提出し、速
やかに知事に届け出るものとし、指定医療機関であることを辞退するなど指定医
療機関の指定の取消を求める場合は、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業指定
医療機関指定辞退届（様式第８号の３）を提出し、対象患者の利用に支障のない
よう十分な時間的余裕をもって事前に届けるものとする。 

６ 知事は、第１０条第１項に定める交付申請書等の受理の際に、申請者から提出
された様式第６号の１及び様式第６号の２による肝がん・重度肝硬変治療研究促
進事業入院医療記録票（以下「入院記録票」という。）の写し並びに領収書及び
診療明細書その他の様式第６号の２に記載の事項を確認することができる書類
（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の１２月以内に、保険医療機関
において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（高額療養費が支給されるものに限る。）

（指定医療機関）  
第５条 知事は、自らが参加者証を交付した参加者が、肝がん・重度肝硬変入院医
療を適切に行うことができ、かつ、本事業の実施に協力することができる保険医
療機関を指定医療機関（以下「指定医療機関」という。）として指定するものと
する。また、知事は、指定医療機関について、富山県肝がん・重度肝硬変治療研
究促進事業指定医療機関名簿（様式第９号）により厚生労働大臣へ報告するもの
とする。なお、知事が、指定医療機関の指定の取消を行ったときも同様とする。 

２ 前項の定めによる指定医療機関の指定を受けようとする保険医療機関は、肝が
ん・重度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関指定申請書（様式第８号。以下「指
定申請書」という。）を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、対象患者が、他の都道府県知事の指定を受けている指定医療機関にお
いて第３条３項に定める医療を受けた場合には、当該指定医療機関を自ら指定し
た指定医療機関とみなして、第３条３項に定める医療に要した医療費のうち、第
６条第２項に定める金額を交付するものとする。  

 ４ 指定医療機関は、次に掲げる役割を担うものとする。 
（１）肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、本事業についての説明及び肝がん・重
度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票（様式第６号。以下「入院記録票」と
いう。）の交付を行うこと。 

（２）入院記録票の記載を行うこと。 
 
（３）        （略） 
 
（４）当該月以前の１２月以内に指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関
係医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
る場合のものとして、本事業の対象となる肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一
部負担額が特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに
限る。）が行われた場合には、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を
行うこと。 

（５）        （略） 
５ 指定医療機関は、指定申請書の内容に変更があった場合において、速やかに知
事に届け出るものとし、指定医療機関であることを辞退するなど指定医療機関の
指定の取消を求める場合は、対象患者の利用に支障のないよう十分な時間的余裕
をもって事前に届けるものとする。 

 
 

（新設） 
 
 
 
 
 



改 正 後 改 正 前 

を受けた月数が既に３月以上あることが記録されているものをいう。以下第９条
第１項、第１２条第１項、第１３条第２項において「入院記録票の写し等」とい
う。）に、指定医療機関以外の保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関
係医療を受けたことが記載されているときは、当該保険医療機関が速やかに第５
条第１項で定める指定医療機関の指定を受けるよう必要な措置を講ずるものとす
る。 

７ 知事は、指定医療機関より指定の辞退の申し出があったとき、指定医療機関が
指定要件を欠くに至ったとき、または、指定医療機関として不適当と認めるもの
であるときは、その指定を取り消すことができるものとする。 

 
 
第６条      （略） 
 
 
（入院記録票等の管理について） 
第７条 知事は、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬
変と診断された患者（以下「肝がん・重度肝硬変患者」という。）に対し、様式
第６号の１による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票を交付す
るものとする。 

  なお、本入院医療記録票は、指定医療機関に入院する肝がん・重度肝硬変患者
に対しては、当該指定医療機関を経由して交付できるものとする。 

２ 肝がん・重度肝硬変患者は、保険医療機関に入院する際に、自ら保有する入院
記録票並びに領収書及び診療明細書その他の様式第６号の２に記載の事項を確認
することができる書類を当該保険医療機関に提示するものとする。 

３ 指定医療機関は、肝がん・重度肝硬変患者が別添２に定める病名を有して、当
該指定医療機関に入院して第３条第１項に定める肝がん・重度肝硬変入院医療に
該当するものとして別添３に定める医療行為（以下「肝がん・重度肝硬変入院医
療」という。）が実施された場合は、入院のあった月毎に、様式第６号の１によ
る肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票に所定の事項を記載する
ものとする。 

４ 肝がん・重度肝硬変患者は、入院記録票並びに領収書及び診療明細書その他の
様式第６号の２に記載の事項を確認することができる書類を適切に管理するもの
とする。 

 
 
第８条      （略） 
 
 
（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加証の申請） 
第９条 本事業に参加しようとする者（以下「申請者」という。）は、肝がん・重
度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」

 
 
 
 
 
 
６ 知事は、指定医療機関より指定の辞退の申し出があったとき、指定医療機関が
指定要件を欠くに至ったとき、または、指定医療機関として不適当と認めるもの
であるときは、その指定を取り消すことができるものとする。 

 
  

第６条      （略） 
 
 

（入院記録票の管理について） 
 第７条 知事は、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝
硬変と診断された患者（以下「肝がん・重度肝硬変患者」という。）に対し、入
院記録票を交付するものとする。 

  なお、入院記録票は指定医療機関を経由して交付できるものとする。 
 
 
２ 入院記録票の交付を受けた肝がん・重度肝硬変患者は、指定医療機関に入院す
る際に入院記録票を当該指定医療機関に提示するものとする。 

 
３ 入院記録票を提示された指定医療機関は、肝がん・重度肝硬変患者が別添２に
定める病名を有して、当該指定医療機関に入院して第３条第１項に定める肝が
ん・重度肝硬変入院医療に該当するものとして別添３に定める医療行為（以下「肝
がん・重度肝硬変入院医療」という。）が実施された場合は、入院のあった月毎
に入院記録票に所定の事項を記載するものとする。 

 
（新設） 

 
 

 
 
第８条      （略） 
 
 
（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加証の申請） 
第９条 本事業に参加しようとする者（以下「申請者」という。）は、肝がん・重
度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」



改 正 後 改 正 前 

という。）に以下の第１号～第３号の区分により、それぞれに掲げる書類を添え
て、申請者の住所地を管轄する厚生センター所長等（富山市にあっては、富山市
保健所長。以下「所長等」という。）を経由して知事に申請するものとする。 

（１）７０歳未満の申請者 
ア～エ      （略） 

 オ 入院記録票の写し等 
 

 
 
（２）７０歳以上７５歳未満の申請者 
 ア～オ      （略） 
 カ 入院記録票の写し等 
 
 
 
（３）７５歳以上の申請者 
ア～オ      （略） 

 カ 入院記録票の写し等 
 
 
 
２ ６５歳以上７５歳未満の者が、後期高齢者医療制度に加入している場合は、前
項第３号の７５歳以上の申請者の例によるものとする。 

 
 
（対象患者の認定及び参加者証の交付） 
第１０条 知事は、申請者から交付申請書等が提出されたときは、個人票等に基づ
き、肝臓の専門医等で構成する肝炎等認定協議会（以下「認定協議会」という。）
に意見を求め、別添１に定める対象患者の診断・認定基準（以下「診断・認定基
準」により適正に認定を行うものとする。 

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属
する月以前の１２月以内に、保険医療機関において、肝がん・重度肝硬変治療入
院関係医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以
上あることを確認するものとする。 

３～６       （略） 
 
 
第１１条      （略） 
 
 
（参加者が負担すべき額） 

という。）に以下の第１号～第３号の区分により、それぞれに掲げる書類を添え
て、申請者の住所地を管轄する厚生センター所長等（富山市にあっては、富山市
保健所長。以下「所長等」という。）を経由して知事に申請するものとする。 

（１）７０歳未満の申請者 
ア～エ        （略） 
オ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の１２月以内
に、指定医療機関において第３条第２項に定める肝がん・重度肝硬変入院関係
医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
ることが記録されているもの）の写し 

（２）７０歳以上７５歳未満の申請者 
ア～オ        （略） 
カ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の１２月以内
に、指定医療機関において第３条第２項に定める肝がん・重度肝硬変入院関係
医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
ることが記録されているもの）の写し 

（３）７５歳以上の申請者 
ア～オ        （略） 
カ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の１２月以内
に、指定医療機関において第３条第２項に定める肝がん・重度肝硬変入院関係
医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あ
ることが記録されているもの）の写し 

２ ６５歳以上７５歳未満の者が、後期高齢者医療制度に加入している場合は、前
項第３号の７５歳以上の申請者の例によるものとする。 

 
 
（対象患者の認定及び参加者証の交付） 
第１０条 知事は、申請者から交付申請書等が提出されたときは、個人票等に基づ
き、肝臓の専門医等で構成する肝炎等認定協議会（以下「認定協議会」という。）
に意見を求め、別添１に定める対象患者の診断・認定基準（以下「診断・認定基
準」により適正に認定を行うものとする。 

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属
する月以前の１２月以内に、指定医療機関において、肝がん・重度肝硬変治療入
院関係医療（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３月以
上あることを確認するものとする。 

３～６        （略） 
 
 
 第１１条       （略） 
 
 
（参加者が負担すべき額） 



改 正 後 改 正 前 

第１２条 指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一の指定医療
機関における当該医療であって一部負担額が健康保険法施行令（大正１５年勅令
第２４３号）第４１条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養（以下「特定疾
病給付対象療養」という。）に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。
以下「入院関係医療」という。）を受けた参加者であって、当該医療の行われた
月以前の１２月以内に保険医療機関において入院関係医療（高額療養費が支給さ
れるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある旨の記載がある入院記録票
の写し等を提示した者は、第３条第３項（第２０条第１項の規定により読み替え
て適用する場合を含む。以下同じ。）に定める医療に係る医療費として、当該指
定医療機関に対し、第６条第２項第２号に定める金額を支払うものとする。 

２ ２以上の指定医療機関等で受療した参加者が負担すべき額は、前項の規定によ
る。その場合、指定医療機関等は、参加者が提示する参加者証中の入院記録票に
本事業の対象となる肝がん・重度肝硬変入院医療のみに要した医療費の自己負担
額等を記入し、月間の自己負担累積額が自己負担限度額に達するまで、参加者か
ら自己負担金を徴収するものとする。 

 
 
 
（医療費助成事業費の請求） 
第１３条 保険医療機関等が各月に行った治療に係る第６条第２項に規定する治療
研究事業費を請求しようとするときは、診療（調剤）報酬請求書及び明細書を、
支払基金又は国保連に、所定の期日までに提出するものとする。 

２ 第６条第１項ただし書に該当する場合は、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事
業医療費償還払い請求書（様式第７号。「以下「償還払い請求書」という。」に、
次に掲げる書類を添えて、請求を行おうとする者（以下「請求者」という。）が
所長等を経由して知事に請求するものとする。 

 ア・イ      （略） 
 ウ 入院記録票の写し等 
 
 
 
 
 
 エ        （略） 
 
 
第１４～１９条   （略） 
 
 
(経過措置） 
第２０条 肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施行令第４

第１２条 指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一の指定医療
機関における当該医療であって一部負担額が健康保険法施行令（大正１５年勅令
第２４３号）第４１条第７項に規定する特定疾病給付対象療養（以下「特定疾病
給付対象療養」という。）に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。以
下「入院関係医療」という。）を受けた参加者であって、当該医療の行われた月
以前の１２月以内に指定医療機関において入院関係医療（高額療養費が支給され
るものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある旨の記載がある入院記録票を
提示した者は、第３条第３項に定める医療に係る医療費として、当該指定医療機
関に対し、第６条第２項第２号に定める金額を支払うものとする。 

 
２ ２以上の指定医療機関等で受療した参加者が負担すべき額は、前項の規定によ
る。その場合、指定医療機関等は、参加者が提示する参加者証中の入院記録票に
本事業の対象となる肝がん・重度肝硬変入院医療のみに要した医療費の自己負担
額等を記入し、月間の自己負担累積額が自己負担限度額に達するまで、参加者か
ら自己負担金を徴収するものとする。 

 
 

 
（医療費助成事業費の請求） 
第１３条 保険医療機関等が各月に行った治療に係る第６条第２項に規定する治
療研究事業費を請求しようとするときは、診療（調剤）報酬請求書及び明細書を、
支払基金又は国保連に、所定の期日までに提出するものとする。 

２ 第６条第１項ただし書に該当する場合は、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事
業医療費償還払い請求書（様式第７号。「以下「償還払い請求書」という。」に、
次に掲げる書類を添えて、請求を行おうとする者（以下「請求者」という。）が
所長等を経由して知事に請求するものとする。 

 ア・イ       （略） 
 ウ 請求者が指定医療機関に入院して肝がん・重度肝硬変入院関係医療（高額療

養費が支給されるものに限る。）を受けた参加者であって、当該医療額療養費
が支給されるものに限る。）を受けた参加者であって、当該医療の行われた月
以前の１２月以内に指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療
（高額療養費が支給されるものに限る。）を受けた月数が既に３か月以上ある
入院記録票の写し 

 エ         （略） 
 
 
第１４～１９条    （略） 
 
 
(経過措置） 
 



改 正 後 改 正 前 

１条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超
えるものに限る。）のうち、当該医療の行われた月以前の１２月以内に、保険医
療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が高額療養費算定
基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある場合であって、
第５条第１項で定める指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一
部負担額が健康保険法施行令第４１条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養
に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月が平成３０年１
２月から令和元年１２月までの間の月である場合においては、第３条第３項の規
定中「保険医療機関」を「指定医療機関」と読み替えて適用することとする。 

２ 第５条第１項（第２０条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）
の規定については、令和２年３月３１日までに知事の指定を受けた指定医療機関
は、当該指定の効力を生ずるとされた日の１年前から指定医療機関の指定を受け
ていたものとみなして適用する。なお、その場合の遡及できる範囲は、平成３０
年４月１日までとする。 

３ 第４条の規定については、平成２６年３月３１日以前に７０歳に達している１
割負担の者は、医療保険者が発行する高齢受給者証の一部負担金の割合が２割と
されている者と読み替えて適用する。 

 
 
第２１条      （略） 
 
 
附 則  
（施行期日） 
この要領は平成３０年１２月１日から施行する。ただし、要領上の規定（第９条第
１項、第１１条第１項、第１３条第２項、第１４条第１項、第１５条、第１６条、
第１７条第２項に限る。）は、富山県知事の権限に属する事務の処理の特例に関
する条例の一部を改正する条例及び富山県知事の権限に属する事務の処理の特例
に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正す
る規則の施行の日から施行する。 

 
 
附 則 
この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
この要領は、令和２年１月１日から施行する。 
 
 
 

 
 

 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２０条 第５条第１項の規定については、２０２０年３月３１日までに知事の指
定を受けた指定医療機関は、当該指定の効力を生ずるとされた日の１年前から指
定医療機関の指定を受けていたものとみなして適用する。なお、その場合の遡及
できる範囲は、平成３０年４月１日までとする。 

 
２ 第４条の規定については、平成２６年３月３１日以前に７０歳に達している１
割負担の者は、医療保険者が発行する高齢受給者証の一部負担金の割合が２割と
されている者と読み替えて適用する。 

 
 
第２１条       （略） 
 
 
附 則  
（施行期日） 
この要領は平成３０年１２月１日から施行する。ただし、要領上の規定（第９条第
１項、第１１条第１項、第１３条第２項、第１４条第１項、第１５条、第１６条、
第１７条第２項に限る。）は、富山県知事の権限に属する事務の処理の特例に関
する条例の一部を改正する条例及び富山県知事の権限に属する事務の処理の特
例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改
正する規則の施行の日から施行する。 

 
 
附 則 
この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 

 



改 正 後 改 正 前 

  



改 正 後 改 正 前 

 
（様式第３号 裏面） 

 
 
 

 
（様式第３号 裏面） 

 
 
 



改 正 後 改 正 前 

  



改 正 後 改 正 前 

 
 



改 正 後 改 正 前 

 

 
 
新設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



改 正 後 改 正 前 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 
 



改 正 後 改 正 前 

 
 
 

 
 
新設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



改 正 後 改 正 前 

 
 

 
 
新設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 


